
目標の重要性
伝統的知識は生物多様性の保全及び持続可能な

利用の双方に寄与する。この目標は、伝統的知識
や持続可能な慣習的利用が、先住民及び地域社会
の効果的な参加を得て、尊重され、保護され、奨
励されるようにすること、そしてそれが条約の実
施に反映されるようにすることを目指す。本目標
が有する横断的な性質から、その達成のための行
動は、他の複数の愛知目標にも寄与する。

目標に向けた進捗の概要
目標の要素（2020年まで） 状況

先住民及び地域社会の伝統的知
識、工夫、慣行が尊重される

3

伝統的知識、工夫、慣行が条約の
実施に完全に組み入れられ、反映
される

3

先住民及び地域社会の完全かつ
効果的な参加を得る

3

伝統的知識目標

2020 年までに、生物多様性の保全及
び持続可能な利用に関連する先住民及び
地域社会の伝統的知識、工夫、慣行及び
これらの社会の生物資源の利用慣行が、
国内法制度及び関連する国際的義務に従
って尊重され、これらの社会の完全かつ
効果的な参加のもとに、あらゆる関連す
るレベルにおいて、条約の実施に完全に
組み入れられ、反映される。
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最近の傾向、現状及び将来の予測
伝統的知識や持続可能な慣習的利用に対する敬

意や認識、及びその推進を強化するためのプロセ
スが、国際的にも、多くの国においても進んでいる。
先住民及び地域社会が地域、国及び国際レベルで
関連するプロセスに有意義に参加するための能力
を強化するための取組も進んでいるが、支援、認
知度、能力上の制約が依然として障害になってい
る。

全般的な状況としては、言語の多様性の消滅（図
18.1 及び Box 18.1 参照）や先住民及び地域社会
の大規模な移動によって示されているように、伝
統的知識の減少は続いている 219。しかしながら、
この傾向は、伝統的な文化に対する関心の増大や
保護地域の管理における地域社会の関与やコミュ
ニティーよる保全地域の重要性に関する認識の高
まりを通じ、一部の場所では反転している 220。

GBO-4 のために評価された国別報告書の 60％
以上が、伝統的な自然資源管理への支援（日本、
ミャンマー、南アフリカ）や森林及び保護地域の

参加型管理（ネパール）等の行動を伴う、本目標
に向けた進展を示唆している 221。

本目標のすべての構成要素において進展がみら
れるが、評価しうる限りの現在の傾向からは、こ
れまでとられた行動は、2020 年までの目標達成に
は不十分であることを示している。

57%
安全または情報不足
（Safe or data-
 deficient）

11% 
危険
（Definitely
 endangered）

10%
極めて深刻
（Critically endangered）
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脆弱

（Vulnerable）4%
1950年以降消滅

（Extinct since 1950）
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重大な危険
（Severely 
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図 18.1. 世界の様々な言語にとっての脅威の程度
UNESCO の世界消滅危機言語地図によれば、世代間の伝達状況か
ら、少なくとも 43％の言語が消滅の危機に瀕している 222。

目標に向けて進捗を促す行動
GBO-4 で用いられた様々な根拠資料に基づく

と、以下のような行動が効果的であり、より広範
に適用された場合、目標 18 に向けた進捗を加速さ
せるのに役立つであろう。他の愛知目標にも寄与
する場合はカッコ内に記す。

•• 生物多様性条約の下の、先住民及び地域社会の
知識に対する権利の認識と保護に関連する指針
に沿った国内ガイドラインあるいは行動計画を
策定する。

•• 先住民の言語を学び話す機会や、伝統的な手法
に基づいた研究プロジェクトやデータ収集を強
化し、生物多様性に関する伝統的知識や地域の
知識を支援し、持続可能な慣習的利用を推進す
るような、伝統的な健康管理の取組等の地域の
取組を推進する（目標 19）、及び、保護地域の

創設、管理、ガバナンス及び運営に先住民及び
地域社会を関与させる（目標 11）。

•• 生物多様性の保全と持続可能な利用に対する伝
統的知識の重要性に対する認識を向上させる（目
標 1）。

•• 先住民及び地域社会に向けて、文化的認識向上
プログラムと同様、生物多様性条約の下で関連
する課題に関する能力構築の活動の組織化を支
援し、それに協力する。

•• 先住民及び地域社会が、生物多様性に関する問
題や人々にとって関心のある問題にあらゆるレ
ベルで効果的に参加するよう推進する。
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Box 18.1. 北極圏における先住民の言語の危機

1800 年代以降に 21 の北方言語が消滅したが、そのうち 10 の言語は 1990 年以降に消滅しており、言語消
滅のペースが速まっていることが示唆されている。消滅したこれらの言語の１つはフィンランドで、もう１つは
アラスカ、さらに１つがカナダで、残りの 18 がロシア連邦のものだった。極めて深刻な危機にあると分類され
た 28 の言語には、永久に失われてしまう前に直ちに注目する必要がある。

様々な再活性化に向けた取組が色々な地域で行われており、これらは自分たちの言語と文化の再活性化と推進
に対する先住民の関心を強く証明するものである。再活性化のためのプログラムは主に、夏期集中プログラム、
地元の学校での当該言語の使用、及び大人向けの特別講座等様々な活動を伴った草の根の活動である。

言語の状況
 脆弱（Vulnerable）
 危険（Definitely endangered）
 重大な危険（Severely endangered）
 極めて深刻（Critically endangered）
 消滅（Extinct）

図 18.2. 北極圏における語族間での言語の状況 223
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Box 18.2. フィリピンにおける伝統的知識のモニタリング

フィリピンのイフガオ州ティノックの先住民であるカラングヤ族は、その文化的定義による生態系に基づく手
法を利用した慣習的な土地利用と領土管理を再活性化してきた。ティノックはフィリピン伝統的知識ネットワー
ク（PTKN）の実験コミュニティーであり、コミュニティー・ベースの伝統的知識についてのモニタリングが、
言語の多様性、伝統的な職業、土地保有及び土地利用変化といった様々な指標を用いて行われている。

生成されたデータは、土地及び森林の複合的利用の地図作成、習慣的な土地保有制度の文書化、伝統的な職業、
伝統的知識の保有者と文化の伝達の状況について等である。動植物相の状況、主要作物の生産性や土壌の肥沃度
も調査された。得られた知見としては、野菜栽培への転換により流域の森林面積が 1970 年当時の 60％に減少
したこと、土壌強化のための実践に関する伝統的知識の弱体化や、同時作といった伝統的な病害虫防除手法を実
践しなくなったことによる病害虫被害の増加により、米の収穫高が 30 ～ 50％減少したこと等がある。

プロジェクトを通じて収集された情報は、土地・森林・水の保全と、それらの持続可能な利用及び慣習的なガ
バナンスについてのコミュニティーの活動を活性化するために活用されている。伝統的知識を再活性化し、慣習
的慣行を強化し、保護された流域の生物多様性管理計画及び境界設定等、コミュニティーの福利と生物多様性に
不可欠な共有地の私有化を厳重に規制するための法を強化するための計画が策定された。それが、先住民の知識
慣行と領土管理制度の復活を通じて環境の劣化を防ぎ、カラングヤ族の福利を推進するための（地域社会及び地
方政府による）契約の締結につながった 224。



目標の重要性
生物多様性に関連する情報は、生物多様性に対

する脅威を特定し、保全や持続可能な利用のため
の優先事項を決定し、目標を明確に掲げた費用対
効果の高い行動を可能にするために不可欠なもの
である。このため、本目標に向けた進展は他の愛
知目標の達成に寄与することができる。本目標は、
生物多様性に関する情報や利用可能な技術の量と
質を増加させ、こうした情報や技術を意思決定に
おいてよりよく活用し、そして、可能な限り広く
共有するという総合的なコミットメントである。

目標に向けた進捗の概要
目標の要素（2020年まで） 状況

生物多様性とその価値、機能、状
況や傾向、その損失による影響に
関する知識、科学的基盤及び技術
が向上する

4

生物多様性に関する知識、科学的
基盤及び技術が広く共有され、移
転され、適用される

3

情報と知識の共有目標

2020 年までに、生物多様性とその価
値、機能、状況や傾向、その損失による
影響に関する知識、科学的基盤及び技術
が向上し、広く共有され、移転され、適
用される。
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最近の傾向、現状及び将来の予測
生物多様性に関するデータや情報は、各国や地

域及び世界的な取組を通じて以前よりもずっと広
範に共有されるようになっている。こうした動き
には、市民科学の取組等を通じた、自然史収集物
や観測のデジタル記録への自由で開かれたアクセ
スを普及し促進するネットワーク、世界の生物種
の完全な目録を作成するための協働、種を同定す
るための手段としての「DNA バーコーディング」
の開発等があげられる（図 19.1 参照）225。しかし、
依然として多くのデータや情報はアクセス不能で、
多くの国ではこうしたデータや情報を活用に向け
て準備するための能力が不足している。

標準的もしくは協調的なプロトコルを用いた、
生物多様性をモニタリングする、より連携の取れ
た取組が必要であることは、生息域内の情報とリ
モートセンシングによる情報をつなぐための地球
規模のネットワークをめざす地球観測に関する政
府間会合の生物多様性観測ネットワーク（GEO 
BON）により認識されている。GEO BON は、少
ない数の主要属性に注目することでモニタリング
の効率性を向上させるべく、一連の重要生物多様
性変数（EBVs）を開発している 226。

生物多様性に関する知識は過去 20 年で大きく
前進したほか、DIVERSITAS 等のネットワークが、
科学者たちが社会及び意思決定への関連性に関す
る研究について協力するために結集することを手
助けしてきた。このプロセスは生物多様性及び生
態系サービスに関する政府間科学政策プラットフ
ォーム（IPBES）の設置によりさらに強化されてい
る。評価、知識の生成、能力構築及び政策ツール
に関する IPBES のプログラムは、あらゆる規模で、
より十分な情報を得た上での意思決定を可能にす
ることを目指している。

各国は、生物多様性に関する自国の情報・モニ
タリング制度の改善及び地球規模生物多様性情報
機構（GBIF）（Box 19.1 参照）等の国際的なデー
タ共有インフラとその国内ノードや地域的なイニ
シアティブ（Box 19.2 参照）を通じて相当な投資
を行ってきた。

生物多様性に関するデータ、情報及び知識を共
有するための体制の構築における前進から、本目
標についてはかなりの要素について順調であると
判断される。しかしながら、目標のすべての要素
を達成するためには、データの準備、意思決定に
容易に適用できるモデルや技術の調整への投資に
関するさらなる取組が必要である。
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図 19.1. AGBIF を通じて公開された種の出現記録数 227、BCatalogue 
of Life（CoL）の年次チェックリストの対象となっている種 228、C世界
的な参考図書館である Barcode of Life のデータシステムに含まれる動
物種数 229 の推移



Box 19.1. 地球規模生物多様性情報概況（GBIO）:
情報時代における生物多様性に関する知識の伝達 230

地球規模生物多様性情報パートナーシップは、一次データ及び政策関連情報の準備、アクセス、利用、解析を
促進するための枠組み及び概念として、地球規模生物多様性情報概況（GBIO）を策定した。GBIO は、以下の
４つの重点分野について組織的な行動の必要性を特定している。

•• 専門的な知見の共有、しっかりしたデータの共通基準、データ共有のための政策及び奨励措置、データの永続
的な保管・収蔵のシステムに関する文化を創造する。

•• 入手可能なあらゆる情報源から生物多様性関連データを準備し、迅速かつ日常的に利用可能にする。データは
一度の収集で何度も利用されるべきである。これには、これまでの文献や収集物から市民科学者による観測デ
ータまで、そして自動センサーによる読み取りから微生物群集の遺伝子特性の解析までのあらゆる形態のデー
タが含まれる。

•• データの発見を可能にし、前後関係や意味をわかるよう整理することにより、データを証拠に変換するツール
を提供する。これは、研究及び政策において利用されるデータの正確性や適合性を改善し、分類学的な枠組み
を提供し、種の形質とその相互関係についての情報を整理するための大規模な連携の取組等である。

•• モデルや可視化ツールにおける証拠を適用し、将来のデータ収集の優先順位を設定するための様々な欠落を特
定することによって、生物多様性と私たちが生物多様性に与える影響についての理解を醸成する。
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目標に向けて進捗を促す行動
GBO-4 で用いられた様々な根拠資料に基づく

と、以下のような行動が効果的であり、より広範
に適用された場合、目標 19 に向けた進捗を加速さ
せるのに役立つであろう。他の愛知目標にも寄与
する場合はカッコ内に記す。

•• 知識格差の特定や研究の優先順位の決定を行い、
これらに対処する既存の各国及び国際的な研究
ネットワークをさらに活用するための手段とし
て、生物多様性に関する既存情報のインベント
リを作成する。

•• 共通の情報科学の基準やプロトコルの使用を奨
励したり、データ共有の文化を促進したり（例
えば、公的資金を受けた研究の要求や、データ
セットの公表に対する評価）、自然史収集物のデ
ジタル化に投資したり、生物多様性観測主体に
対する市民科学者の貢献を推進したりすること
等によって、データの更なる準備と取得の機会
を強化・促進する。

•• 国及び地方レベルで、意思決定者による生物多
様性関連情報の活用を促進する。

•• 特に生物多様性の変化の「ホットスポット」に
ついて、可能なところではほぼリアルタイムの
情報を提供するような、土地利用の変化のモニ
タリングを含むモニタリング事業を確立もしく
は強化する。

•• コミュニティー・ベースのモニタリングや情報
制度への支援等を通じて、先住民及び地域社会、
並びに関連するステークホルダーを情報収集と
その利用に参画させる（目標 18）。

•• 関連する技術分野の実践コミュニティーやステ
ークホルダーを支援し、関連する国の施設、生
物多様性に関する国や地域の専門機関及びその
他の関連ステークホルダーやイニシアティブの
間の協力を強化する。

•• 生物多様性関連情報を簡単にアクセスできる方
法で入手可能になるようにし、世界規模での生
物多様性に関する知識のネットワークの発展に
寄与するために、国、地域、国際的なクリアリ
ングハウス・メカニズムを改善し、課題別の情
報サービスを強化し、相互連携を確立する。

Box 19.2. コンゴ盆地の森林における情報の共有：中央アフリカ森林観測（OFAC）

アフリカ中部では、森林及び森林の生物多様性の状況に関するデータの入手可能性は常に重大な課題となって
きた。中央アフリカ森林委員会（COMIFAC）の下、中央アフリカ森林観測所（OFAC）は森林資源（10 ヵ国、
1 億 8,700 万ヘクタールにわたる熱帯雨林）を観測する唯一の地域的観測主体である。OFAC は毎年、パート
ナーのネットワークを通じて森林に関する全般的なデータを収集・検証・協調化し、ウェブ上の情報システムを
通じて情報を広めている。これらのデータは専門家により分析され、森林被覆面積、生物多様性等の問題を含む

「コンゴ盆地の森林状況」報告書が作成されている。最近 OFAC は世界保護地域デジタル観測所（DOPA）の一
部となった。DOPA は、公園管理者、意思決定者及び観測者等の利用者に対し、世界規模で保護地域の状況や
保護地域への圧力についての評価、モニタリング及び予測を行うための手段を提供する「非常に重要な生物多様
性に関する情報科学インフラ」と考えられている 231。



目標の重要性
本目標の全体的な目的は、生物多様性戦略計画

の実施のために利用できる資源の量を増やすこと
である。本目的の成否は、戦略計画に含まれる他
の 19 の愛知目標の実現可能性に影響する。

目標に向けた進捗の概要
目標の要素（2020年まで） 状況

戦略計画 2011-2020 実施のため
に、あらゆる資金源からの資金の
動員が、2010 年の水準から著し
く増加している

3

資源動員目標

遅くとも 2020 年までに、戦略計画
2011-2020 の効果的な実施に向けて、
あらゆる資金源からの、また資源動員戦
略において統合、合意されたプロセスに
基づく資金の動員が、現在の水準から著
しく増加すべきである。この目標は、締
約国により策定、報告される資源のニー
ズアセスメントによって変更される可能
性がある。
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最近の傾向、現状及び将来の予測
生物多様性戦略計画 2011-2020 の実施のため

の世界的な資源評価に関するハイレベルパネルは、
その第一次評価において、20 の愛知目標の達成の
ためには年間 1,500 ～ 4,400 億米ドル程度が必要
であると結論づけているが 232、同パネルは、この
数字は正確な推定というよりは、目標達成のため
に必要な資源の大まかな概算として考えるべきで
あるとも述べている。ハイレベルパネルの第二次
評価では、入手可能な証拠は上記の推定をおおむ
ね支持しているが、いくつかの目標についての推
定は控えめなものになっている可能性があると結
論している 233。どちらの評価も、目標達成のため
に必要とされる投資の大部分は、複合的な利益を
もたらすものであり、生物多様性分野の予算のみ
から支出されるべきではなく、多くの活動につい
ては、その恩恵が生物多様性にも及ぶと思われる
ので、農林水産業、水資源、汚染管理や気候に関
する行動のための予算からも共同で支出すること
ができると結論づけている。

資金については、このほかにも国レベル（Box 
20.1 参照）や特定の愛知目標（Box 20.2 参照）
に関する推定が行われている。これらの推定も、
戦略計画の実施については現時点で多大な資金調
達上のギャップがあるとの結論を概して支持して
いる。

生物多様性を支えるための国内資金に関する情
報は限られているが、世界全体としては年間約
200 億米ドル以上であるとの推定がある 234。生物
多様性条約の下で設置された暫定的な報告の枠組
みを通じて、30 以上の締約国が国内の生物多様性
資金について報告している 235。この情報から国内
の生物多様性資金について包括的な世界規模の評
価を行うことは現段階ではできないが、これらの
国の大部分が、近年の国内資金水準について、安
定しているか若干増加していると報告している（例
えば Box 20.3 参照）。民間部門や非政府組織、さ
らには革新的資金メカニズム等他の経路を通じて
提供される資金に関する情報も限られている。

生物多様性に関する二国間 ODA は、2006 年～
2010 年の基準値に対して全般的に増加している。
生物多様性を主要目的とする活動に充てられた資
金額は、2006 年から 2012 年にかけて大きな変
化はない。この期間の生物多様性に関する二国間
ODA における全般的な増加は、主に、生物多様性
を「重要」目的とする ODA の増加によるもので
ある（図 20.1 参照）。2012 年に生物多様性に関
連する援助は微減しているが、2013 年における途
上国に対する支援は全体として史上最高の水準に
達していた。

多国間 ODA も生物多様性の重要な資金源であ
るが、この経路を介して提供される資金の総額に
関する情報は限られている。多国間 ODA の一例と
しては、地球環境ファシリティ（GEF）を通じて
提供される資金がある。GEF に充てられる資金額
は、時の経過とともに増加してきており、GEF-4
と GEF-5 の間に特に大きく増加した。しかしなが
ら、生物多様性重点分野に特定して提供される資金
額は、GEF-3 以降大きく変化していない（図 20.2
参照）。GEF-6 増資会合において、ドナー諸国は今
後 4 年間で生物多様性向けの 13 億米ドルを含め、
途上国の地球環境の劣化の回避支援に 44.3 億米ド
ルの拠出を表明した 236。

近年の傾向や入手可能な限定的情報からは、本
目標に向けた一定の進捗はあったものの、これま
での進捗は 2020 年までに本目標を達成するには
不十分であることが示唆される。
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図 20.1. 2006 年から 2012 年の生物多様性分野の政府開発援助
（ODA）（単位：10 億米ドル。2012 年の実質価格）の金額と ODA の
全体額に占める割合（％）237。主要な ODA：生物多様性に関連する問
題への対処のために特化したものを指す。重要な ODA：他に主要な目
的があるかもしれないが生物多様性に関連している資金を指す。

図 20.2. GEF 資金の総額と、生物多様性重点分野のための資金（パイ
ロットフェーズから GEF-5 まで。2013 年 9 月現在。単位：百万ドル）。
複数分野を対象とする資金について、可能な場合は、分解して生物多様
性重点分野に割り振っている 238。
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Box 20.1. 英国における資金調達上のギャップの証拠 239

「生物多様性、景観、気候変動緩和、洪水リスク管理、歴史的な農業用地環境、土壌の質、水の質、資源の保
護及び公共アクセス」 に関する英国の環境目標を達成するための費用が、同国の 1,620 万ヘクタールの農地及
び森林を管理することを前提として、現在の農業環境分野への支払い率等に基づいて推定された。費用の総額は
年額 19.86 億ポンド（29.06 億米ドル）に達すると推定されており、従来の農業環境分野の年間予算の 3 倍で
ある。しかもこの金額はおそらく大きく過小評価されているとされる。
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目標に向けて進捗を促す行動
GBO-4 で用いられた様々な根拠資料に基づく

と、以下のような行動が効果的であり、より広範
に適用された場合、目標 20 に向けた進捗を加速さ
せるのに役立つであろう。他の愛知目標にも寄与
する場合はカッコ内に記す。

•• 国及び適当な場合には地方レベルでの評価を通
じての、経済や社会にとっての生物多様性の様々
な価値の明確化（目標 1、2）。これには、生物
多様性への投資がもたらす相乗便益や、何もし
ない場合の長期的コストに関する評価を含むべ
きである。

•• NBSAP の一環として、生物多様性に関する国
の資金計画を策定すること（目標 17）。その際、

可能であれば、国の単年度及び複数年度の財政
計画周期に合わせて策定する。この財政計画で
は、より具体的な資源の利用を可能にするため
に、資金の需要、不足、優先度を明確に示す必
要がある

•• 国家開発計画及び／あるいは国家開発協力計画
に生物多様性を統合する（目標 2）。

•• どの資金源でも、単一ではニーズを完全に満た
すには不十分であるとの認識に立ち、補助金の
改革や生態系サービスへの支払い制度といった
革新的資金メカニズム（目標 3）を追求すること
等により、生物多様性に関する資金源を拡大す
る（Box 20.4 参照）。

Box 20.2. 鳥類の絶滅リスクを低減するために必要な資金 240

絶滅が危惧される鳥類種の保全状況の改善（具体的には、IUCN の脅威カテゴリを一段階ずつ下げる）に必要
なコストを検討した評価によると、世界で絶滅が危惧される 1,115 種について、今後 10 年間に 8.75 ～ 12.3
億米ドルが必要だろうと推定された。現在そのうちの 12％に資金が割り当てられている。鳥類の他 IUCN のレ
ッドリストに掲載されている世界の絶滅危惧種について考えた場合、必要と推定されるコストは今後 10 年の間、
年間 34.1 ～ 47.6 億米ドルにまで増加すると推定される。重要鳥類生息地（IBA）のすべてを効果的に保護する
ために必要なコストは、年間 651 億米ドルと考えられる。また、他の分類群にとって重要な場所も保護すると
なると、その額は年間 761 億ドルに増加すると考えられる。こうした推定は、資金を 1 桁増やす必要があると
する一般的な結論を支持するものである。
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Box 20.4. 環境支払いを通じた資金調達：
コロンビア南西部のカウカ渓谷における水基金

カウカ渓谷は、生産性が高い肥沃な地域であり、輸出用及び国内用の双方にとって重要な作物であるサトウキ
ビ生産者が非常に多い。この地域は、首都カリを含む都市部に居住する 90 万人の人々に水を供給する重要な流
域を含む非常に豊かな水文学的システムの中にある。この地域は、夏期に水不足を引き起こす気候の要因に非常
に敏感である。水基金は、とくに堆積物の削減や水流の維持といった、生物多様性及び水に関連するサービスの
恩恵を確保するために実施された。基金による投資によって実行された活動には、自然生態系の少なくとも 12
万 5,000ha の保全、景観管理の改善等がある。これらの活動は下流域に居住する 92 万人の人々及びサトウキ
ビ生産に恩恵をもたらすだろう 242。

Box 20.3. インドにおける生物多様性分野の資金

インドは、生物多様性を保全するために支出してい
る資金額について詳細な評価を実施した。評価は、環
境森林省からの直接的な中核的及び非中核的な支出
や、生物多様性の保全に影響を与える他の省庁の間接
的な支出を対象とした。間接的な資金源を通じて提供
される資金の計算には、生物多様性保全との関係性の
深さをあらわす乗数が用いられた。州政府が支出した
資金についても検討された。

評価の結果、2013 年から 2014 年の期間に、14.8
億米ドル以上が生物多様性保全に支出され、そのうち
55％が州レベルでの支出であり、20％が環境森林省、
25％が国の他の 24 省庁を通じたものであった（図
20.3 参照）。中央政府からの中核的な政府資金は 2006 年から 2013 年にかけて増加し、2010 年以降の資金は
2006 ～ 2010 年の基準値と比較して約 30％増加している 241。

55%
州

3% 
環境森林省
（非中核的な政府資金）

25%
国（他の省庁）

17%
環境森林省

（中核的な政府資金）

図 20.3. 2013 年から 2014 年にかけて様々な経路を通じて生物
多様性保全のために提供された資金（生物多様性に関する資金全
体に占める割合）



第三部
まとめ

本書のこの最終部では、2020 年に向けた、各愛
知目標の進捗を総括し、2050 年までの戦略計画の
ビジョン達成に向けた展望やより広範な持続可能な
開発アジェンダに対する貢献について探求する。
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戦略計画の目標及び愛知目標に向けた進捗の概要
ここでは、戦略計画 2011-2020 の目標と愛知

目標の実施に向けた進捗を、2 つの具体的な情報源
（①戦略計画の 5 つの戦略目標に向けた現在の傾向
の、一連の指標群に基づく推測、②第 5 回国別報
告書によって生物多様性条約締約国が提供した情
報）に基づいて概観する。

これらの情報は、第二部で取り上げた全愛知目
標の個々の構成要素に向けた進捗評価の一部を構
成するものであり、本書 18 ページの目標「ダッシ
ュボード」に並べられている。専門家による目標
ごとの評価を補完するものとして、複合指標、外
挿による推測、国別報告書が、戦略計画とその戦
略目標及び愛知目標の実施に向けた進捗の総括に
役立つ。

現在の傾向の外挿による推測
本概況第二部の目標評価のいくつかやその基に

なっている技術報告書 243 には、過去のデータを基
に、多くの愛知目標の達成期限である 2020 年に
向けて予想する統計技術も利用して、2020 年まで
の指標の傾向を外挿して推測したグラフが含まれ
ている。これらはすべての要因が不変であると仮
定しているほか、政策や行動の変化の可能性も考
慮できないため、予測ではない。しかし、近年の
要因や行動が変わらずに続いたとして、ある傾向
がどうなる可能性が高いかについての示唆が得ら
れる。

20 の愛知目標に関係する指標が全部で 55 選定
された。図 21.1 は、それらの指標すべてを戦略目
標毎に、そして、生物多様性、生物多様性への圧
力及び政策対応の実情を代表しているかどうかに
よってまとめたものである。これらの指標から導
きだされる全体としてのメッセージは GBO-3 が分
析した状況と同様である。すなわち、概して、生
物多様性問題に対する前向きな対策は増加してい
るものの（32 の対策指標のうち 19 指標）、生物
多様性に対する圧力に関する指標の増加が推測さ
れ（7 指標のうち 6 指標）、生物多様性の状態が
2010 年から 2020 年の間に深刻に劣化すると推
測されている（16 の状況指標うち 13 指標）。これ
らはすべて現在の要因が不変であるとの仮定に基
づくものである。5つの戦略目標すべてにわたって、
こうした推測から得られるメッセージは以下の通
りにまとめることができる。
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戦略目標 A（根本原因への対処）

本戦略目標に含まれる愛知目標は、主に生物多
様性の損失の根本原因への対応に焦点を当ててい
る。戦略目標 A に関連する対策指標（持続可能な
生産と消費を促進するための施策等）は前向きな
傾向を示しているが、本戦略目標に関係するすべ
ての圧力の指標は、引き続き増加すると推測され

る（エコロジカル・フットプリント、ウォーター・
フットプリント、純一次生産中の人間が利用する
割合〈人間が利用する陸上植生の割合〉）。このよ
うに相反する傾向は、前向きな変化に伴う影響が
発現するまでの時間的遅れがあるか、持続可能な
行為が依然として圧力に凌駕されていることを示
唆している。
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戦略目標A （根本原因への対処）

戦略目標B （直接的な圧力の削減）

戦略目標C （状況の改善）

戦略目標D （恩恵の強化）

戦略目標E （実施の強化）

図 21.1. 戦略計画 2011-2020 の 5 つの戦略目標に関する、2000 年以降の指標の推移と 2020 年までの推測を示す指標の傾向。左は状況の測定
値（オレンジ色）、中央は圧力の測定値（赤色）、右は対策の測定値（緑色）。状況と対策の指標（オレンジ、緑）については、時間の経過とともに
減少しているのは好ましくない傾向（生物多様性の減少、対策の減少）であり、一方、圧力の指標については時間の経過とともに減少するのは好ま
しい傾向であることを意味する。点線は有意でない傾向を、実線は予測される有意な 2010 ～ 2020 年の間の変化を表す。これらのグラフは概して、
生物多様性の保全及び持続可能な利用のためにとられている対策が好ましい傾向であるにもかかわらず、生物多様性の状況と圧力に関する傾向が好
ましくないことを示唆している。外挿できる指標がないところでは、グラフは空白となっている 244。
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戦略目標 B（直接的な圧力の削減）

本戦略目標に関する指標もまた、改善している
対策と、圧力の増加及び生物多様性の状況の悪化
との間の対比を示している。林産品や漁業に対し
て持続可能性に関する認証制度がますます用いら
れるようになっている一方で、漁獲努力、窒素の
使用や侵略的な外来種の圧力は全て 2020 年まで
増大すると推測されている。本目標に関連する生
息地や種の状況に関する 11 の別個の指標が、状況
の悪化が継続していることを示している。

戦略目標 C（生物多様性の状況の改善）

本戦略目標に関する、生物多様性の状況につい
ての 2 つの指標（生きている地球指数とレッド・
リスト指数）は、現在の悪化傾向を示しており、
現在の原因を基に外挿して推測すると 2020 年ま
で悪化傾向が継続すると推測される。一方、好ま
しい傾向を伴っている対策としては、保護地域の
面積がある（保護地域の有効性や生態学的な代表
性、生物多様性にとって重要な場所の保護の程度
を含む）。

戦略目標 D（恩恵の強化）

本戦略目標に関する目標を直接的に対象とする
定量的な指標はほとんどない。この評価に利用で
きた、戦略目標 D に直接関連する唯一の指標は、
花粉媒介者に関するレッドリスト指数で、その指
数は、これらの種がおしなべて絶滅に近付いてい
ることを示しており、この生態系サービスが減少
していることを示唆している。だが、他の戦略目
標に関連する指標の中に、本戦略目標下の愛知目
標に向けた進展を示すものがいくつかある。生息
地の広がりや漁業や他の圧力に関する指標等だ。
これらの指標の現在の状態から、生態系とそのサ
ービスが減少していること、2020 年まで減少が続
くことが予想される。

戦略目標 E（実施の強化）

本戦略目標に用いられた指標はすべて、対策に
関連するものであり、データや知識の利用可能性、
保全への資金提供と開発援助に関する指標を含む。

それらはすべて、近年増加しており（目標に向け
た好ましい行動がとられていることを示す）2020
年まで増加が続くと予想される。

結 論

これらの指標は、第二部にまとめられている、
より包括的な評価を補完するものである。今回の
指標群は GBO-3 に利用されたものよりも包括的だ
が、愛知目標に向けた進展の一部を示しているに
すぎない。指標と指標を用いた統計的外挿による
2020 年までの推測が示唆するのは、生物多様性の
保全と持続可能な利用を支援するような対策の効
果を、圧力の減少や生物多様性の状況改善といっ
た形でまだ認識できないということである。これ
については、講じられた行動とそれが最終的には
もたらすであろう肯定的な成果の間に時間のずれ
が生じたことによるものとして説明できる部分も
あるかもしれないが、戦略計画の目標の達成には
行動の強化と加速が必要であることを示唆する。

第 5 回国別報告書からの情報
GBO-4 のために評価された第 5 回国別報告書

（2014 年 7 月までに合計 64）は、愛知目標の達
成に向けた進捗を示す新たな証拠を加えるもので
ある。これらの国別報告書は、すべての目標達成
に向けて進展している一方で、2015 年及び 2020
年の期限までに目標を達成するには、現在の軌道
上をこのまま進むのでは不十分だという全体的な
評価を補強するものである（図 21.2 参照）。また、
この国別報告書の情報は、指標から得られた結果
と一致しており、愛知目標の目標 11（保護地域）、
目標 16（名古屋議定書）、目標 17（NBSAP）に
関して最も大きな進展があり、目標 3（奨励措置の
改革）と目標 10（気候変動や海洋酸性化に対して
脆弱な生態系への圧力）については進展が特に限
定的であることを示唆している。
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図 21.2. 64 の第 5 回国別報告書にあった情報に基づく愛知目標達成に向けた進捗の評価 245。60％近くの国別報告書が愛知目標に向けた国内の
進捗を明確に評価した。その場合には、この報告書の 18 ページにある目標「ダッシュボード」に用いられているのと同じ 5 段階評価にその国の評
価を当てはめた。それ以外の場合には、国別報告書中の情報から評価値を推定した。進捗を評価できる情報が含まれていない国別報告書が数多くあ
った。その場合には、「情報なし」と記載。
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愛知目標間の相互作用
愛知目標は相互に深く連関しているが、目標間

の関係性は、その強さに差があり、しばしば非対
称的である（図 21.3 参照）。目標間の相互作用は
各国の状況によっても変化するほか、講じられる
行動の種類によって、生物多様性にとってプラス
にもマイナスにもなりうる。このため、各国が戦
略計画 2011-2020 を実施するための国内行動を
設計する際には、こうした相互作用を考慮するこ
とが有用である。目標間のプラスの相互作用を最
大化するような連携の取れた行動は、NBSAP 実施
の全体的なコストを削減し、実施及び履行時間を
最適化できる可能性がある。

主に他の目標に影響を及ぼす目標もあれば（能
動的相互作用）、主に他の目標から影響を受ける目
標がある（受動的相互作用）。特に、目標 2（生物
多様性の価値）、目標 3（奨励措置）、目標 4（生
産と消費）、目標 17（NBSAP の採用）、目標 19

（知識の基盤）、目標 20（資金）を達成するために
取られる行動は、他の目標に大きな影響を与える
可能性がある。このため、これらの目標は、幅広
い愛知目標と戦略目標の達成に影響することから、
戦略的な重要性があると考えるべきである。

他方で、生息地損失を減少させることに関する
愛知目標 5 を達成し、それによって陸域の生物多
様性損失に対する現在の最大の圧力に対処するた
めには、他の多くの愛知目標に重点を置いた様々
な行動を生かした協調的な手法が必要となるだろ
う。例えば、目標 5 に関するまとめで示された通り、
森林伐採やその他の土地利用の変化を削減する戦
略には、人々の意識と参画（目標 1）、土地利用や
空間計画のための法的・政策的な枠組み（目標 2）、
正負の奨励措置（目標 3）、非合法もしくは持続可
能でない供給源に由来する製品を制限するための
商品サプライチェーンへの対処（目標 4）、既存の
農地・放牧地の生産性の持続可能な向上の促進（目
標 7）、保護区ネットワークの確立（目標 11）、先
住民及び地域社会との協力（目標 18）、土地利用
と土地被覆のモニタリング（目標 19）、資源の動
員（目標 20）が必要となる可能性がある。
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ほかにも、主に他の目標から影響を受ける目標
がいくつかある。例えば、目標 12（種の保全）、
目標 13（遺伝的多様性）、目標 10（脆弱な生態系）、
目標 15（生態系の再生と回復力）は、他の目標に
焦点を当てた行動の影響を強く受けるので、間接
的とはいえ、他のすべての目標に向けて進展があ
れば、その大部分から恩恵を得る。しかしながら、

ある特定の目標に直接関係する行動（例えば、家
畜の遺伝的多様性を維持する政策の実施や、更な
る種の絶滅防止）の実施こそ、これらの目標に向
けた進展を得るために第一に、かつ緊急に取るべ
き措置であり、生物多様性に最も迅速にプラスの
効果をもたらす。

図 21.3. 専門家の意見に基づく、世界レベルでの愛知目標間の相互作用の強さ。ある目標（行）が他の目標（列）に与える影響を表している。色
の濃さが関係の強さを表す（淡：弱、中間：中、濃：強）。例：目標 2（T2）が目標 10（T10）に及ぼす影響は強いが、その逆は幾分弱い 246。
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生物多様性に関する 2050 年ビジョンの達成
人間の福利を支えることにおける生物多様性の

役割は、戦略計画 2011-2020 の 2050 年までの
長期目標（ビジョン）の中で、広義に以下の様に
認識されている。「2050 年までに、生物多様性が
評価され、保全され、回復され、そして賢明に利
用され、そのことによって生態系サービスが保持
され、健全な地球が維持され、全ての人々に不可
欠な恩恵が与えられる」。

生物多様性に関連する行動と、人間社会が直面す
るより広範な課題に対する行動との間のより長期
的な依存関係を解析するために、GBO-4 は、「BAU

（何も対策をとらない）」シナリオと、生物多様性、
気候及び貧困削減に関する目標を戦略計画の 2050
年ビジョンに沿って同時に達成するという説得力
のあるシナリオに基づいた傾向を考察した。

「BAU（何も対策をとらない）」
シナリオの課題

基礎となる技術報告書 247 において探求されてい
る複数の将来シナリオによれば、BAU シナリオで
は 2050 年までの期間に 5 つの主要な課題があり、
戦略計画のビジョン達成のためには以下の課題に
対処しなければならない。

•• 2050 年には、気候変動が生物多様性の損失と生
態系の変化の主因になると予想される。世界の
気温が 2055 年までに 0.4 〜 2.6℃、2090 年
までに 0.3 〜 4.8℃上昇すると、それに伴って海
面上昇、降雨パターンの変化、夏季における北
極の海氷の著しい消失、海洋酸性化の進行が起
こるだろう。これらの変化は生物多様性に対し
て、種や生態系の分布の変化、種の豊富さの変
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化、絶滅リスクの上昇等、遺伝子、種、生態系
レベルで広範囲な影響を及ぼすことになるだろ
う。気候変動緩和のための取組も、生物多様性
にとって正負両面で非常に大きな影響を及ぼす
可能性がある。

•• 2050 年には、肥沃な土地に対する需要が大きく
高まることが予想される。BAU シナリオでは農
業及びバイオエネルギーの拡大が相まって、陸
域の自然生息地を保全する余地が十分になくな
り、生物多様性の大幅な減少を招き、世界的な
土地不足となる可能性がある。

•• 2050 年には、多くの天然漁場が崩壊する可能性
が高く、養殖が漁業生産の大部分を占めること
が予想される。有害な補助金が削減されず、領
海域及び領海でない海域生態系の管理が改善さ
れなければ、2050 年までに、乱獲された魚類の
個体群の崩壊を含め、多くの地域で天然海洋漁
業による負の影響が大幅に増大すると予測され
る。このため、2050 年について予見される世界
の漁業生産高の大幅な上昇は、主として養殖に
由来するものになると予測される。養殖の急速
な拡大は、汚染や高タンパク飼料に対する需要
増加、陸地や沿岸域での場の獲得をめぐる競争
といった様々な懸念を引き起こす。

•• 2050 年には、世界の多くの地域で水不足が増
加すると予想される。大部分の BAU シナリオで
は、世界全体で淡水系からの取水量が 2050 年
には二倍近くになると見込まれている。このた
め、生物多様性と生態系機能の維持を流水量に
大きく依存している淡水生態系では、流水量が
減少することになるだろう。現在、食料生産の
ために使用される水の量は、世界の水の消費量
の 84％を占めており、将来には世界の水消費量
の大部分を占めることになると予想されている。

•• 2050 年には、要因が複合することで、一部の
系が地域規模で転換点（tipping point）を超
える可能性がある。すでに複数の大規模なレジ
ームシフトが始まっていることを示す証拠があ
り、シナリオによれば、それらが社会生態学的
システムに大きな混乱をもたらすおそれがある。
最も良く理解されている事例としては、（1）汚
染、破壊的な漁業、侵略的な外来種、海洋酸性

化と地球温暖化の複合によるサンゴ礁の劣化と、
（2）地球温暖化による夏季における北極圏の海
氷の消失の二つがある。より不確実なレジーム
シフトとしては、森林伐採、火の使用、地球温
暖化の複合によるアマゾンの熱帯湿潤林の劣化、
そして、乱獲、汚染、海面上昇と地球温暖化の
複合による一部の熱帯水圏における漁場の崩壊
等がある。地域規模での生態系の構造や機能に
おけるこうした比較的急速かつ大規模な変化は、
回避されなければ、生物多様性、生態系サービス、
そして人間の福利に大きな悪影響を及ぼすと推
測される 248。

2050 年ビジョンに向けた代替的な道筋
2050 年までのシナリオからは、前のセクション

で浮き彫りにされた課題に対処し、3 つの主要な世
界的な目標（生物多様性の損失を鈍化させ、その
後停止させる、世界の平均気温の上昇を 2℃未満に
抑える、他の人間開発の目標を達成する）を達成
するためには、これまで通りの傾向から非常に大
きく変化する必要があることがわかる。環境分野
での最近の多くの成功事例が示すように、持続可
能な未来に向けた解決を実現するためには、幅広
い根本的な社会変革が必要であり、これらの課題
のすべてに単独で対処できるような単純な政策ツ
ールは存在しない。

「リオ +20」国連持続可能な開発会議との関連で
作成されたグローバル・シナリオが、持続可能な
未来に向けた道筋の多様性、複雑性、実現可能性
を示す助けとなる 249（Box 21.1 参照）。これらの
シナリオは 2050 年に向けた 3 つの目標すべてを
達成するために必要な、開発の道筋における大き
な変革についての洞察を提供する。そして、上記
の目標を達成するためには、社会や技術の移行や、
地球の生物、気候、海洋の各システムに内在する
時間的遅れは大きいので、この 10 年間にわたって
最大限の取組を行う必要がある。
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シナリオは、より広範な社会経済的な目標（気
候の強力な緩和、食生活の改善、飢餓の撲滅）に
到達すると同時に、生物多様性に関するこれらの
目標も達成することが可能であることを示唆して
いる。代替シナリオにおいては、生物多様性に関
するいくつかの指標（個体群の豊かさ、絶滅危惧
種の状況、平均生物種豊富度、海洋漁業資源の状況）
が改善する（図 21.4 参照）。このような成果は政
策の様々な組み合わせによって得られる。シナリ
オ分析で探求された 3 つの道筋は、（代替的なシナ
リオ間で異なる各要素を強調しつつ）共通するい
くつかの要素を指し示している（Box 21.1 参照）。

長期的な持続可能性に向けた道筋に最も大きく
貢献する行動は、活動と意思決定の 2 つの主要分
野に該当する。

•• 気候変動とエネルギー制度
森林伐採を止め、森林再生を適切に実施するこ
とで、気候の緩和と生物多様性の保護に重要な
貢献を行える可能性がある。地球温暖化を 2℃未
満に抑えると同時に人間開発の目標を達成する
ためには、温室効果ガス排出量の大幅な削減と
エネルギー効率の改善が必要である。生物多様
性関連の目標は、バイオ燃料の大々的な普及が
回避された場合にのみ実現可能である。地球の
気候システムに内在する時間的遅れが大きいた
め、2050 年までとそれ以降に著しい気候の変動
が生じることは確実であることから、生物多様
性のための適応計画が必要となっている。例え
ば、適応には、保護地域制度の設計において気
候変動を想定することが必要になる。
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図 21.4. 基準値及び代替的な社会経済シナリオに基づいて予想した、2050 年における生物多様性、温室効果ガス排出量、食料生産量の状況。この
予想は、基準値（つまり「何も対策をとらない」場合の傾向）に対し、A 海洋の生物多様性（過剰漁獲される漁業資源の割合で示される）と B 陸
域の生物多様性（4 つの指標に基づく）における大幅な改善と同時に、C 温室効果ガス排出量の削減と、D 食料生産量の向上を達成できることを
示している。
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•• 食料システム
食料システムの大きな変革は、持続可能性達成
のための最も重要な行動分野である。第一に、
食品廃棄物を削減する必要がある。収穫された
食料の約 3 分の 1 が、輸送・加工チェーンの中

（主に開発途上国）、もしくは家庭内（主に先進
国）で失われている。第二に、世界全体がカロ
リーと肉の節度ある消費レベルに収れんすると
同時に食生活が多様になることで、多くの地域
で健康及び食料安全保障が改善し、生物多様性
への影響も大きく減少するだろう。第三に、農業、
水産養殖業及び天然漁場での漁業の管理を改善
する必要がある。作物及び家畜の管理に実現可
能な変更を加えることで、水の消費量と汚染を
大幅に減少させることができる。大部分の海洋
漁場において漁業による圧力を大幅に削減し漁

獲技術を変化させることが、今後 10 ～ 20 年で
漁場が復元されることにつながるだろう。

この分析は、人間の願望と地球が人間に与える
能力との間の関係をよりバランスのとれた持続
可能なものにするためには、食料の生産・流通・
消費のシステムやエネルギー利用を大きく変化
させることが極めて重要だと強調している。し
たがって、これらの根本的な変化を成し遂げ
るには、主要経済部門の関与が必要であろう 

（Box 21.2 参照）。
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図 21.5. リオ +20 の社会経済的シナリオを用いた、持続可能性に向けた 3 つの道筋の対比。ここに示すシナリオはいずれも、生物多様性の損失
を鈍化させ、最終的には止めるという目標を 2050 年までに達成すると同時に、世界の平均気温の上昇も 2℃未満に抑える、飢餓を撲滅する、安
全な飲料水、基本的な衛生や近代的なエネルギー源を誰もが入手できるようにする等の社会経済的開発目標も達成するだろう。目標は 3 つの異な
る道筋によって達成することができる（Box 21.1 参照）。
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Box 21.1. 2050 年ビジョンに至る多様な道筋：リオ +20 シナリオ

ここで示されている道筋は、環境や開発に関する既存の国際的な合意に基づく様々な目標群を達成するために
設計されたものである。生物多様性に関する包括的な目標は「2050 年までに、生物多様性の更なる損失を回避
すると同時に世界の飢餓を根絶する」と表現されうるかもしれない。この目標は、CBD の 2050 年ビジョン、
愛知目標及びミレニアム開発目標（MDGs）の目標 1C「1990 年から 2015 年までの間に飢餓に苦しむ人々
の割合を半減させる」が基盤になっている。2050 年ビジョンは、「2030 年まで生物多様性の損失速度を鈍化
させ続け、2050 年までには損失をゼロにすること」と解釈される。MDGs の飢餓に関する目標は拡大され、
2050 年までの飢餓根絶となっている。これらの目標には、世界の平均気温の長期的上昇を 2℃未満に抑える、
安全な飲料水、基本的な衛生や近代的エネルギー源を誰もが入手できるようにする、都市の大気汚染や肥料使用
量を削減するといった目的が伴う。このことから、分析の際には他のテーマに関する目標との相乗効果やトレー
ドオフを考慮せざるを得なかった。トレードオフとしては、土地をめぐる争いを回避するために気候を緩和する
ことになるバイオ燃料の使用の制限、農業の集約化に起因する窒素放出量を削減することになる肥料使用効率の
改善等がある。相乗効果としては、近代的なエネルギー源への移行による薪需要の減少が森林伐採の減少をもた
らしたり、食肉消費量の低下によって生物多様性の損失や気候変動を抑制したりする等がある。こうしたシナリ
オは、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次評価報告書の「気候緩和シナリオ」とは対照的である。
IPCC のシナリオでは、主要生息地の大量損失は、気候変動を緩和する手段としてバイオ燃料を大々的に普及さ
せた結果として温室効果ガス排出量が低くなるシナリオに関連し、また、土地被覆の変更を統制するための積極
的な措置が欠如した結果とも関連している 250。

上記の目標をすべて達成する以下の 3 つの道筋は、優れたものである（図 21.5 参照）。

•• 世界の技術 集約的農業や、高い水準での国際協調等、大規模な技術的に最適化された解決策に重点を置くもの。

•• 分散化による解決 自然の回廊と密接につながっている農業や、食料への衡平なアクセスを規制する国の政策
等、分散化の解決策に重点を置くもの。

•• 消費の変革 1 人当たりの食肉摂取量の制限や、食料システムにおける無駄を削減するための野心的な取組等、
人間の消費パターンの変化に重点を置くもの。

これらの道筋は、変化への影響力としての人間の行為にどの程度重点を置いているか、規制と市場に対してど
の程度の割合で重みをかけるか、協調重視か競争重視か、そして技術がもたらす影響の特性や規模が異なっている。
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Box 21.2. 主要な産業部門を通じた持続可能性への取組

上記の分析や GBO-4 と並行して行われた更なる分析から、長期的な持続可能性を実現するためには、世界経
済の複数の主要な産業部門（主に農業、林業、漁業、エネルギー、水、衛生）の活動に根本的な変革が必要とな
ることが明らかである 251。

これらの部門は既に生物多様性にとって大きな直接的圧力を及ぼしている。BAU シナリオに基づけば、人口
の増大は、予想される将来の生物多様性の損失や生態系劣化の主因となるだろう。このため、こうした圧力に対
処するには、世界的な食料システムの運営方法、エネルギーの生産方法、木材の伐採・生産方法、陸水及び海洋
の管理方法について考え直す必要があるだろう。

また、これらの主要な産業部門は天然資源の基盤に依存して機能している。生態系とそのサービスの損失は様々
な形でこれらの部門に悪影響を及ぼし、コストが発生したり、事業運営の変更が必要となったりする。これらの
部門に従事する主体は、自分たちが天然資源に依存していることをいっそう認識するようになっており、天然資
源基盤の変化に対する脆弱性を評価し、その影響や暴露を抑制する方法を探求している。これらの主要な産業部
門を効果的に参加させることは、長期的な持続可能性という目標に向けた歩みを前進させるための決定的に重要
な機会となる。

そのような取組として、部門内に生物多様性の懸念を組み込むこと（主流化）がある。主流化は、生物多様性
が主要産業の生産者やバリューチェーン中のその他の主体の基本的価値観や利益と結び付いたときに成功する可
能性がより高い。それによって、今度はそれらの部門が、魚や木材の利用率の改善や農業生産システムのための
土壌の改善、水管理における費用対効果の高い自然に基礎を置く解決策といった、生物多様性が提供する機会を
認識する必要が出てくる。

４つの主要戦略により、部門内で生物多様性に関する懸念の統合または主流化を改善し、加速させ、規模を拡
大することができる。

•• 景観、陸水及び海洋環境全体から生態系サービスの恩恵を受けるために、部門横断的な課題に対処し、小さな
土地の所有者の利益を保護し、現行の保全の取組を強化するような、統合的な手法を適用する。

•• 国際的なサプライチェーンにおける規格化や認証制度といった、自発的な持続可能性に関する新たな取組にお
ける生物多様性の要素を強化する。

•• 様々な製品が与える影響や、食料安全保障や健康的な食生活における生物多様性の重要性についての認識を高
めることによって、買い手や消費者の生物多様性に対する考え方を強化する。健康の改善やコストの削減とい
った追加的な利益をもたらすと同時に生物多様性に対する圧力を削減するための重要なステップとして、肉中
心の食習慣の改善や、食品の無駄や残渣の削減を奨励することが挙げられる。

•• 生物多様性に関するビジネスの事例を改善したり、グリーン投資を行ったりすることにより、資金を動員する。
そのためには、企業による報告の中に自然資本を定着させ、それによって経営幹部や投資家の意思決定に影響
を及ぼし、さらには生物多様性の保全や持続可能な利用により有益となる方向に産業部門の流れを転換するこ
とが必要となる。

これらの戦略には、様々な政策（普及啓発、生物多様性や生態系サービスに関する価値評価や会計及び報告の
改善、持続可能性に関する新たな規格や認証の可能性についての十分な認識、統合的な土地利用計画、生態系サ
ービスへの支払い、生物多様性の保全や持続可能な利用と産業部門の活動を協調させるための奨励措置、グリー
ン税及び環境に悪影響を及ぼす補助金の改革、生物多様性にとっても有益な選択が健康面・金銭面でも有益であ
ることを強調して消費者の選択力を活用すること等）を通じて産業部門内の生物多様性の主流化に影響を及ぼす
ことができる政府と共に、官民共同で取り組むことが必要である。
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ミレニアム開発目標及び 2015 年以降の開発アジェンダへの貢献
本概況は、生物多様性と人間開発のための長期

的目標との間の重要なつながりを考えるのに適し
たタイミングで発表される。2015 年の目標に向け
たミレニアム開発目標の進捗は現在評価中であり、
2015 年以降の国連の開発アジェンダの策定に向け
た議論が進行中である。

生物多様性、経済開発及び
貧困削減のつながり

生態系サービスは、食料、水、エネルギーやそ
の他の恩恵の提供において、人類の福利にとって
必要不可欠である。これらの生態系サービスはす
べて、生物多様性によって支えられて機能してい
る生態系による生態学的なプロセスに依存してい
る 252。

しかし、生物多様性と生態系サービスの間の関
係性は単純ではなく、どの種類の生態系サービス
かによって大きく変わってくる。調整サービスの
提供において、生物多様性は重要な役割を果たし
ている（例えば、花粉媒介者や農地における害虫
の発生を減らす様々な捕食者種の役割）。さらに、
生物多様性は、特に先住民社会の文化的サービス
にとって、ある程度の重要性を有している。だが、
2 種類のサービスの間でどちらかを選択しなければ
ならないこともしばしばある。例えば、調整サー
ビスの維持を犠牲にして農産物の提供を優先する
といった管理上の決定を行う、といったことであ
る 253。

我々は例外なく様々な形で生物多様性に依存し
ているが、概して貧困層や社会的弱者のほうが、
代替物を購入できる状況にあることが少ないため、
より直接的に生物多様性に依存している 254。多く
の地域で人々は、森林やサンゴ礁といった自然地
域から直接得られる食料、水、エネルギーに依存
している 255。生物多様性は、危機の際には貧困層
にとって、しばしばセーフティネットの役割を果
たすほか、貧困から抜け出す道筋を提供する状況
もあるかもしれない。短期的には、貧困層にとっ
て最も有益なのは、天然資源を利用できることだ
が、栽培品種の多さといった多様性は、リスク管
理の観点からも、衝撃やより長期的な変化に対す
る回復力を確保することによって利益を維持する
ためにも、重要である 256。

マングローブや塩性湿地、藻場やサンゴ礁とい
った沿岸域の生息地は、高潮や洪水からの保護を
提供しており、こうしたリスクにさらされている集
落は、必然的により脆弱な状況に置かれている 257。
インド洋、太平洋、大西洋のサンゴ礁全体でのリ
スク低減と適応に対するサンゴ礁の貢献に関する
世界的な最新の統合報告書とメタ分析から、サン
ゴ礁は、波のエネルギーを平均で 97％減少させる
ことで、自然災害からの保護という点で非常に効果
的であることが明らかになっている。この研究の推
定によると、世界全体で 1 億人を超える人がサン
ゴ礁からリスク削減の恩恵を受けており、もしサン
ゴ礁が劣化すれば災害の緩和と適応のための費用
を負担する可能性があるという 258。
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漁業や農業、観光業といった様々な経済部門は
生物多様性と生態系サービスに依存している。し
かし、貧困も経済開発も、世界の生物多様性や生
態系による重要な財とサービスの提供にマイナス
の影響を及ぼす可能性がある 259。特に世界の貧し
い地域において進行する人口増加を支えるために、
より多くの食料、水、薪が必要であるが、そうし
た地域は必ずしもそうしたものを持続可能な形で
生産するための資源や技術に恵まれているわけで
はない。同時に、中流階級の世界的な増加を含む
経済成長の継続により、肉や材木、バイオエネル
ギーや紙等の製品に対する需要が増大するだろう。
人類が歴史的に発展してきた道筋は、経済成長を
促進するために自然資本を転換し（そして生物多
様性を蝕み）、成り立ってきた。このため、現在支
配的な生産・消費パターンの下では、追加の政策
がなければ、生物多様性の損失と天然資源の劣化
の勢いは継続または加速し、特に貧困層が多大な
影響を被る。利用可能な天然資源が持続可能に管
理されなかったり劣化したりすれば、貧困層への
食料、水、エネルギーの供給はより困難になる。
閾値及び転換点（tipping points）の存在が、社会
的影響を伴う、反転させるのが困難な生物多様性
のマイナスの変化のリスクを増大させている 260。

しかし、前述したように、より希望的な未来に
至る可能性をもった、代替的な開発の道筋が存在
する。さらに、適切に設計されれば、生物多様性
を保全するための行動が、気候変動、食料や水の
安全保障といった様々な社会的課題に対する解決
策を提供し、貧困層に恩恵をもたらす可能性があ
ることを示唆する証拠がある 261。

生物多様性と開発の間の関係性と、生物多様性
と貧困削減の間の関係性は、単純ではなく、相互
の利益となる成果は決して保証されていない。生
物多様性を保全する措置と貧困を削減するための
措置は補完的になりうるが、トレードオフが避け
られない時もある 262。しかし、貧困の継続と生物
多様性の損失の背景にある根本原因の多くは類似
しており、経済成長や開発が進展させてきた方法
に由来する。こうした原因に対処することで、生
物多様性と貧困削減の 2 つのアジェンダに役立ち、
適切で有効な環境においては生物多様性そのもの
が持続可能な開発と貧困削減のための基盤になり
うる。

生物多様性とミレニアム開発目標
ミレニアム開発目標（MDGs）は 2000 年 9 月

に策定された。MDGs は、貧困削減のための世
界的な取組における基本的なニーズの優先順位付
けをしている。MDG1 は貧困と飢餓に、MDG2
と MDG3 は教育とエンパワーメントに、MDG4
～ MDG6 は保健に焦点を当てている。一方で、
MDG7（環境の持続可能性）と MDG8（開発のた
めの世界的なパートナーシップ）は、それらを実
現させる環境に関することを提供している。

前のセクションで述べたように、生物多様性と
貧困の間の関係は 2 つの方向に働く。生物多様性
が貧困削減や経済開発にとって重要な機会を提供
する一方で、生物多様性や天然資源の損失は現在
のリスクを悪化させることになる。例えば、生物
多様性を保全する行動は、MDG1 と MDG6 にプ
ラスに寄与しうる。

MDG1：極度の貧困と飢餓の撲滅
特に農村集落等の貧困層は、代替品を購入でき

る状況にあることが少ないため、他の人々よりも
直接的に生物多様性に依存している。多くの地域
で人々は、森林やサンゴ礁といった自然地域から
直接得られる食料、水、エネルギーに依存している。
生物多様性は、危機の時に貧困層にとってセーフ
ティネットの役割を果たすほか、貧困から抜け出
す道筋を提供する状況もあるかもしれない。短期
的には、貧困層にとって最も有益なのは、天然資
源を利用できることだが、栽培品種の多さといっ
た多様性は、リスク管理の観点からも、衝撃やよ
り長期的な変化に対する回復力を確保することに
よって利益を維持するためにも、重要である。

MDG6：HIV/ エイズ、マラリア、その他の疾病の
蔓延の防止

生物多様性は、開発途上国の大部分の人々が依
存している伝統的な医薬品の源である。特に熱帯
地域等における自然生態系は病原体や病気の媒介
者を支える場合もよくあるが、生態系の劣化や分
断が疾病の伝播リスクの高まりに関係しているこ
とを示す証拠が増えている。生物多様性は、栄養
や関連する人体の微生物相への寄与を通じ、非感
染性疾病という世界的な負担の高まりへの対処に
も貢献できる。
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開発にとっての生物多様性の重要性は、MDG7
（環境の持続可能性の確保）の下で明確に認識され
ており、同目標は「2010 年までに生物多様性の損
失を減らし、損失の速度を大幅に低下させる」と
いう CBD の 2010 年目標を含んでいる。しかしな
がら、MDGs の実施において、そして特に環境問
題についての個別の「独立した」目標の設定によ
って、他の MDGs（貧困、食料、保健等の注目さ
れる目標）の達成のための生物多様性の重要性は
十分に認識・啓発されてこなかった。

2015 年以降の開発アジェンダへの
生物多様性の統合

2012 年 6 月にリオ・デ・ジャネイロで開かれ
た国連持続可能な開発会議（リオ +20）の主要成
果の 1 つは、加盟国が一連の持続可能な開発目標

（SDGs）の策定に向けたプロセスを開始したこと
である。この目標は、少ない数で、意欲的で、伝
わりやすく、持続可能な開発の 3 つの側面（環境
省注：経済、社会、環境）すべてにバランスのと
れた方法で対処するものでなければならなかった。

この課題に関する GBO-4 のための分析から得ら
れる主要メッセージは以下のとおりである。

•• 生物多様性と生態系サービスは、経済成長と貧
困削減に貢献できる。同様に、生物多様性の損
失は社会にとって負の影響を及ぼす。また、生
物多様性への圧力を削減するための行動は、幅
広い社会的利益を支えることができる。

•• 愛知目標の達成は、貧困、飢餓、保健やクリーン
エネルギーや食料、水の持続可能な供給といっ
た、開発に係る世界の他の優先課題に関する目
標を達成する助けとなる。

•• 環境の持続可能性に関するミレニアム開発目標
（MDG7）が他の目標の達成に直接的に貢献する
かは、十分に明らかではなく、生物多様性問題か
ら注意と行動をそらすものだったかもしれない。

•• 現在議論されている持続可能な開発アジェンダ
は、生物多様性をより大きな開発アジェンダの中
で主流化するための機会を提供するものである。

持続可能な開発目標に関する提案を準備するた
めに国連総会によって設置された公開作業部会

（OWG）は、17 の目標を提案しており、そのそ
れぞれが成果と実施手段を特定する下位目標を有
している 263。提案された目標案のうち 2 つは、そ
れぞれ海洋及び陸域の生態系における生物多様性
に関するものであり、下位目標案はいくつかの愛
知目標を大いに利用したものである。また、生物
多様性と生態系は、その他の目標案、特に食料、
栄養、農業、水及び衛生に関する目標においても
反映されている。生物多様性は、貧困撲滅、保健、
居住地、災害リスクの低減や気候変動に関する目
標案にとっても重要であり、それらにおける言及
は強化される可能性がある。持続可能な消費と生
産の必要性も、天然資源へのより衡平なアクセス
についてと同様に、目標案に反映されている。特
に、国や地方の計画や開発プロセス、貧困削減戦略、
及び会計に生物多様性の価値を組み込むことを求
める文章が提案されていることが注目される。さ
らに、その文章は、持続可能な開発に向けた政策
協調の強化や、GDP を補完するような持続可能な
開発に関する進捗を測る手法の開発も求めている。
SDGs は、2015 年以降の開発アジェンダの一部と
して、国連によって 2015 年にまとめられる予定
である。
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結 論
本概況は、私たちの現在の行動、消費、生産及

び経済的奨励措置のパターンにおいて「従来通り
（business as usual）」であり続ければ、人類のニ
ーズを将来にわたって満たすことができる生態系
を伴った世界のビジョンを達成できないだろうと
いうことを、時宜を得た形で思い起こさせるもの
である。

2010 年の戦略計画採択以降、世界中の様々なレ
ベルで生物多様性の損失に取り組むための有望な
対策が取られてきた。しかしながら、本中間評価
から、現在のままでは、それらの対策は約束され
た期限までに大部分の愛知目標を達成するには不
十分であることが明らかになった。

戦略計画と愛知目標は、依然として、自然と共
生する世界に向けて我々を導くための行動を集中
させるべき強固な枠組みである。また、戦略計画
と愛知目標は、持続可能な開発目標（SDGs）の文
脈で議論されている願望を含む、様々な人間社会
のニーズを満たすための多くの行動に向けた道筋
を指し示すものでもある。

本概況のために実施された評価から、全体的な
結論として以下が導き出される。

•• 愛知目標の達成は、2015 年以降の開発アジェン
ダに関する現在の議論で取り上げられている世
界のより広範な優先事項、具体的には、飢餓と
貧困の削減、保健衛生の向上、エネルギー、食料、
清浄な水の持続可能な供給を確保し、気候変動
の緩和と適応に寄与し、砂漠化及び土地の劣化
と闘い、災害に対する脆弱性を減少させること
に大きく貢献する。

•• 様々な愛知目標を達成するための行動は、首尾
一貫した協調的な方法で実施されるべきである。
個々の愛知目標は個別に取り組まれるべきでは
ない。ある目標に向けた行動、特に生物多様性
損失の根本原因に対処するもの、生物多様性国
家戦略及び行動計画（NBSAP）の策定と実施、
情報の更なる開発と共有、資金の動員といった
行動は、他の目標の達成に特に大きな影響を与
えるであろう。

•• 愛知目標の大部分を達成するには、特に、法的・
政策的枠組み、そのような枠組みと協調した社
会経済的な奨励措置、一般の人々やステークホ
ルダーの参画、モニタリング、施行等の一連の
行動を実施する必要があるだろう。一連の行動
を効果的に遂行するには、分野横断的な政策と、
関連する各政府省庁との一貫性が必要である。

•• 戦略計画 2011-2020 と条約の目的に対する政
治及び一般市民の支援を拡大する必要がある。
そのためには、あらゆるレベルの政府や社会の
あらゆるステークホルダーが生物多様性とそれ
に関連する生態系サービスの様々な価値を確実
に認識するよう努力する必要がある。

•• 広範な行動を活用し、政府、社会、経済の各部
門全体にわたって生物多様性の主流化を確保す
るために必要な主体性を持たせ、様々な多国間
環境条約の国内実施における相乗効果の発揮を
可能とするために、戦略計画 2011-2020 を効
果的に実施するには、あらゆるレベルでのパー
トナーシップが必要である。

•• 締約国間での技術・科学協力の強化を通じて戦
略計画の実施を支援する機会が存在する。能力
構築に対するさらなる支援も、特に開発途上国、
中でも後発開発途上国や小島嶼開発途上国、市
場経済移行国において必要とされている。

•• 戦略計画 2011-2020 を実施するには、生物多
様性に関する資金が、全体として著しく増加す
る必要がある。
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